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萩市上下水道局 総務課１．前回の振り返り
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水道事業収支の現状について

（現状）
・給水人口の減少等により、水道料金は毎年減少している。
・大事業完了後は、減価償却費や支払利息の増加に伴い事業費用の大幅な増加が見込まれる。
・毎年純利益を計上しているが、一般会計からの補助金は事業収入の約２割となっており、
維持管理費を水道料金で賄えていない状況。

（課題）
・給水人口の減少や事業費の増加に対応するためには、収益確保の検討が必要ではないか。

水道施設の現状について

（現状）
・配水管等の水道管は、10年後には約50％が老朽化管路となり、断水や陥没事故につなが
る恐れがある。

・構造物及び設備も、10年後には約60％が老朽化資産となり、計画的な更新とあわせて、
地震に強い施設の構築が求められている。

（課題）
・水道管や構造物等の老朽化が進み更新費用の増加が見込まれる中、財源確保の検討が必要
ではないか。
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萩市上下水道局 総務課２．将来予測とその対策について
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２－１．給水人口の予測

行政区域内総人口 給水人口

実績 ← → 予測
行政区域内人口の減少に伴い、給水人口
も同様の推移で減少していく見込み。



萩市上下水道局 総務課２．将来予測とその対策について
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２－２．有収水量と給水収益の予測

有収水量 給水収益

（有収水量） （給水収益）

有収水量の減少に伴い、給水収益も同様
の推移で減少していく見込み。

実績 ← → 予測



萩市上下水道局 総務課２．将来予測とその対策について
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２－３．施設の統廃合を踏まえた耐震化と更新

・水道施設整備事業

○令和元年度に「萩市水道事業耐震化計画」（以下、「耐震化計画」という。）を策定。

○「耐震化計画」において、耐震化の必要性、優先度、施設の統廃合を総合的に検討し、
効果的な耐震化を図る。

○水道事業ビジョンにおいて、中津江配水池整備事業を最優先事業として位置づけ。

○施設の法定耐用年数や耐震性、統合による効率化などを勘案し、施設整備を行う。

・配水管整備事業

○「耐震化計画」において、大規模な地震が発生した場合に、断水等の被害を最小限にと
どめるため、管路の耐震化も計画。

○被害が大きくなる基幹管路（導水・送水・配水本管）と合わせ、災害発生時においても
給水を必要とする広域避難所や救急病院などの重要施設への供給管路を重要管路と位置
づけ、優先的に耐震化を図る。

○配水支管についても基幹管路や重要管路と合わせ、４～５km/年を目標として更新を行う。



萩市上下水道局 総務課２．将来予測とその対策について
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２－４．これまでの経費節減の取り組み
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萩市上下水道局 総務課２．将来予測とその対策について
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２－５．これまでの経費節減の取り組み



萩市上下水道局 総務課２．将来予測とその対策について
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２－６．これからの経費節減の取り組み

削減効果取組内容項目



萩市上下水道局 総務課２．将来予測とその対策について
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２－７．これからの財源確保の取り組み

取組内容項目

国庫補助金交付要綱を満たす建設事業を 実施する際は、
国庫補助金の積極的な活用を検討していく。国庫補助金の活用
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萩市上下水道局 総務課
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３．料金算定の考え方について

３－１．水道料金とは

○地方公営企業法第２１条第２項
料金は、公正妥当なものでなければならず、かつ、能率的な経営のもとにおける
適正な原価を基礎とし、地方公営企業の健全な運営を確保することができるもので
なければならない。

○水道法第１４条第１項
水道事業者は、料金、給水装置工事の費用の負担区分その他の供給条件について、供給

規程を定めなければならない。
※萩市においては、「萩市水道給水条例」で定めている。

○水道法第１４条第２項
前項の供給規程は、次に掲げる要件に適合するものでなければならない。
①料金が、能率的な経営の下における適正な原価に照らし、健全な経営を確保すること

ができる公正妥当なものであること。
②料金が、定率又は定額をもつて明確に定められていること。
③水道事業者及び水道の需要者の責任に関する事項並びに給水装置工事の費用の負担区

分及びその額の算出方法が、適正かつ明確に定められていること。
④特定の者に対して不当な差別的取扱いをするものでないこと。

地方公営企業法上の水道料金

水道法上の水道料金



萩市上下水道局 総務課
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３．料金算定の考え方について

３－２．水道料金改定の推移

平成23年10月に旧上水道料金を改定。
旧簡易水道については、料金格差が約1.5倍あったため、平成23年年10月に
第1段階の改定（7体系から3体系）、平成26年4月に第2段階の改定を行い、
旧簡易水道料金を2段階で統一した。
平成29年4月の事業統合以降も、旧上水道料金と旧簡易水道料金の2体系を
継続しており、次回の料金改定において料金統一を図ることとしている。



萩市上下水道局 総務課
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３．料金算定の考え方について

３－３．現行の料金表（１か月）

超過料金基本料金
基本水量用途別

乙地区甲地区単位乙地区甲地区

126円50銭121円1㎥につき1,210円935円10㎥まで家事用

154円148円50銭1㎥につき1,430円1,210円10㎥まで営業用

126円50銭121円1㎥につき1,430円1,210円10㎥まで官公署・学校用

55円55円1㎥につき3,300円3,300円100㎥まで湯屋用

132円132円1㎥につき137,940円137,940円1,000㎥まで工場用

330円330円1㎥につき臨時用

275円275円1㎥につき船舶用

126円50銭121円1㎥につき1,210円935円10㎥まで供用栓
（家事用）

330円330円1回10分ごとに消防演習用

150㎜100㎜75㎜50㎜40㎜25㎜20㎜13㎜口径

5,060円2,530円1,980円1,540円297円176円165円88円1月につき

（１）給水料（税込み） ※甲地区とは旧上水道地区、乙地区とは離島を含む旧簡易水道地区

（２）メーター使用料（税込み）



萩市上下水道局 総務課
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３．料金算定の考え方について

３－４．料金算定の流れ

①各水道事業者の実情に応じた財政計画の策定
・実情に応じた中⾧期的な財政計画に基づき、計画的に取組を推進する必要がある。
・経常収支比率について、１００％以上を目標とする。

②総括原価の算定
・給水需要は、過去の実績、地域の特性及び社会情勢等を十分に勘案して予測する。
・施設計画の策定は、中⾧期における更新需要の見通しを検討する必要がある。
・徹底した効率化・適正化を図り、効率化目標額を総括原価に適正に反映する。
・給水サービス水準の維持向上及び施設実体維持のための原資として、資産維持費の

算入を検討する必要がある。

③料金算定期間の決定
・算定時からおおむね３年から５年を基準とし、適正な時期に見直しを行う。

④料金体系の設定
・用途別料金か口径別料金の選択
・料金表の統一（上水道と上水道以外の２種類の料金表を統一）
・総括原価を、需要家費、固定費及び変動費に分解し、準備料金と水量料金に配分
・準備料金は基本料金、水量料金は従量料金に配賦

⑤料金表の策定
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萩市上下水道局 総務課
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４．財政計画について

４－１．財政計画の策定にあたって（収益的収入および支出）

算定にあたっての留意点費目



萩市上下水道局 総務課
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４．財政計画について

４－２．財政計画の策定にあたって（資本的収入及び支出）



萩市上下水道局 総務課

①収益的収支（消費税抜）

費目 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

有収水量（千㎥） 5,073 4,983 4,917 4,800 4,714 4,582 4,472 4,364 4,267 4,182

給水収益 636,127 627,340 622,432 612,133 603,606 572,051 558,317 544,834 532,724 522,112

その他営業収益 13,709 10,628 7,995 7,302 5,505 13,300 13,300 13,300 13,300 13,300

他会計補助金 228,371 232,089 224,039 225,101 225,773 228,659 219,255 210,441 203,523 204,901

⾧期前受金戻入 156,317 149,487 143,293 137,414 126,847 126,441 123,790 121,793 118,127 115,810

その他収入 43,057 42,741 44,108 47,474 51,390 48,500 48,500 48,500 48,500 48,500

収益的収入合計（Ａ） 1,077,581 1,062,285 1,041,867 1,029,424 1,013,121 988,951 963,162 938,868 916,174 904,623

職員給与費 182,958 162,007 175,220 159,740 157,290 196,100 196,600 197,800 199,400 200,600

動力費 60,066 65,175 87,057 73,203 74,785 76,474 75,625 76,048 76,474 76,903

修繕費 66,854 72,498 65,103 57,571 60,260 60,428 60,597 60,937 61,278 61,621

その他維持管理費 177,614 171,535 167,386 159,942 168,943 223,405 222,237 222,811 221,865 219,823

減価償却費 459,765 459,891 444,281 435,248 431,630 486,399 485,451 486,102 485,808 490,334

支払利息 59,907 56,079 53,005 51,337 56,179 63,506 62,750 60,897 59,301 59,476

その他 1,830 1,471 2,574 1,933 2,328 139 102 73 148 66

収益的支出合計（Ｂ） 1,008,994 988,656 994,626 938,974 951,415 1,106,451 1,103,362 1,104,668 1,104,274 1,108,823

特別利益（Ｃ） 2,266 98

特別損失（Ｄ）

純損益((Ａ)－(Ｂ)＋(Ｃ)－(Ｄ)) 68,587 73,629 47,241 92,716 61,804 △ 117,500 △ 140,200 △ 165,800 △ 188,100 △ 204,200

繰越利益剰余金又は累積欠損金 647,118 720,747 767,988 860,704 922,508 805,008 664,807 499,007 310,907 106,707

経常収支比率 106.80% 107.45% 104.75% 109.63% 106.49% 89.38% 87.29% 84.99% 82.97% 81.58%

（単位：千円）
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４．財政計画について

４－３．財政計画（収益的収入および支出）

※令和７年度以降は、水道事業ビジョンにおける財政計画の数値

実績 ← → 予測



萩市上下水道局 総務課
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４．財政計画について

４－４．財政計画（資本的収入および支出）

※令和７年度以降は、水道事業ビジョンにおける財政計画の数値

②資本的収支（消費税込）

費目 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

企業債 251,000 238,100 313,600 572,600 1,258,200 392,900 266,200 277,600 446,100 255,800

他会計出資金 115,514 118,224 116,628 118,825 115,706 102,861 98,332 81,571 77,177 61,530

他会計負担金 0 6,630 4,848 10,012 6,135 1,145 1,145 1,145 1,145 1,145

国・県補助金

その他収入 15,039 30,465 1,286 12,331 9,515

資本的収入合計 381,553 393,419 436,362 713,768 1,389,556 496,906 365,677 360,316 524,422 318,475

建設改良費 288,402 329,690 431,747 742,655 1,364,850 600,673 442,047 456,281 667,102 429,076

企業債償還金 312,171 322,849 326,281 332,982 325,559 348,031 356,588 332,890 331,280 305,484

その他支出

資本的支出合計 600,573 652,539 758,028 1,075,637 1,690,409 948,704 798,635 789,171 998,382 734,560

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

企業債償還金 312,171 322,849 326,281 332,982 325,559 348,031 356,588 332,890 331,280 305,484

企業債残高 4,309,963 4,225,214 4,212,532 4,452,150 5,384,791 5,429,660 5,339,272 5,283,982 5,398,802 5,349,118

（単位：千円）
実績 ← → 予測



21



萩市上下水道局 総務課５．今回のまとめ
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将来予測とその対策について

・行政区域内人口の減少に伴い、給水人口の減少が予測される。
・有収水量の減少に伴い、給水収益の減少が予測される。
・これまでも、維持管理コストや建設コストの削減に取り組んでおり、今後のコスト
削減は、広域連携や共同化を推進していかなければ難しい状況。

・国庫補助交付要綱を満たす建設事業には、国庫補助金の積極的な活用を検討していく。

料金算定の考え方について

・料金は、公正妥当なものでなければならず、かつ、能率的な経営のもとにおける適正
な原価を基礎とし、地方公営企業の健全な運営を確保することができるものでなけれ
ばならない。

・水道料金の算定は、総括原価を反映した実情に応じた財政計画の策定が必要であり、
おおむね３～５年の料金算定期間を設定し、適正な時期に見直しを行う。

財政計画の策定にあたって

・令和７年度からの１０年間の財政計画を策定する。


